２６．様式例集

　様式例　　１　開発計画事前協議（変更）申請書（法３２条事前協議用）

　　　　　　２　開発計画事前協議（変更）申請書

　　　　　　３　権利者等の同意一覧表

　　　　　　４　協定書例

　　　　　　５　変更届出書

　　　　　　６　特定開発事業承継届

　　　　　　７　特定開発事業廃止届

　　　　　　８　工事完了届

　　　　　　９　特定開発事業に関する工事の検査済証

　　　　　１０　検査済証交付請求書

様式例1

開発計画事前協議（変更）申請書（法３２条事前協議用）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
小野市長　様

　　　　　　　　　特定開発事業者　住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話（　　　　　　）　　　　－　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　
　下記の事業計画について、小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例第２２条の規定により、次のとおり協議を申請します。

	特定開発事業の名称及び土地の所在
	

	特定開発事業区域の面積
	㎡

	予定建築物の用途
	

	計画人口及び戸数
	人
	戸

	申請代理人住所氏名
	〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL.
FAX.

	設計者住所氏名
	〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL.

FAX .

	特定開発事業区域内の土地の状況
	地域地区等
	□　市街化区域
用途地域（　　　　　　　）
	□　市街化調整区域
	□　都市計画区域外

	
	
	宅地造成工事規制区域
	　　内　　・　　外

	
	
	その他
	

	
	地　目　別
	区　分
	宅　　地
	農　　地
	山　　林
	その他
	計

	
	
	面　積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	比　率
	％
	％
	％
	％
	100％

	
	所　有　別
	区　分
	自己所有
	買収予定
	地主所有
	その他
	計

	
	
	面　積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	比　率
	％
	％
	％
	％
	100％


様式例1
	事　業　計　画　説　明　書

	汚

水
	処　理　方　法
	□公共下水道　□合併浄化処理　□農業集落排水
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	放　　流　　先
（公共下水道・農業集落排水以外の処理）
	□公共河川　　□水　路
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	雨水の放流先
	□公共河川　　□水　路
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	排水同意の有無
	有　・　無（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	土地利用計画
	区　分
	住宅用宅地
	公共用地
	住宅以外の宅地
	
	計

	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	比率
	％
	％
	％
	％
	１００％

	建築物
	建築面積
	㎡
	建ぺい率
	％

	
	延床面積
	㎡
	容積率
	％

	
	建築敷地面積
	㎡
	建築物の高さ
	ｍ

	
	棟別・階数
	棟　　　　　　階
	
	

	その他
	道路面積
	㎡
	消火栓
	

	
	公園面積
	㎡
	防火水槽
	㎥　　　　基

	
	緑地面積
	㎡
	使用水量
	㎥／日

	
	集会所
	敷地面積
	㎡
	ごみ集積所
	㎡

	
	
	延床面積
	㎡
	駐車場
	台

	
	
	
	
	駐輪場
	台

	備考
	添付図書（添付した図書の番号に○印）
１　　位置図　　　　　　　　　　１２　道路構成図

２　　区域図　　　　　　　　　　１３　道路計画縦断面図

３　　求積図　　　　　　　　　　１４　防災計画図

４　　現況図　　　　　　　　　　１５　がけの断面図

５　　土地利用計画図　　　　　　１６　排水流域図
６　　土地登記事項証明書謄本　　１７　建築物計画図

７　　公図等　　　　　　　　　　１８　公共施設一覧

８　　造成計画平面図　　　　　　１９　所在地一覧表

９　　造成計画縦横断面図　　　　２０　同意書

１０　排水施設計画平面図　　　　２１　委任状

１１　給水施設計画平面図　　　　２２　その他


様式例2

開発計画事前協議（変更）申請書
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
小野市長　様

　　　　　　　　　特定開発事業者　住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話（　　　　　　）　　　　－　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　下記の事業計画について、小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例第２２条の規定により、次のとおり協議を申請します。

	特定開発事業の名称及び土地の所在
	

	特定開発事業区域の面積
	㎡

	予定建築物の用途
	

	計画人口及び戸数
	人
	戸

	申請代理人住所氏名
	〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL.

FAX.

	設計者住所氏名
	〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL.

FAX.

	特定開発事業区域内の土地の状況
	地域地区等
	□　市街化区域
用途地域（　　　　　　　）
	□　市街化調整区域
	□　都市計画区域外

	
	
	宅地造成工事規制区域
	　　内　　・　　外

	
	
	その他
	

	
	地　目　別
	区　分
	宅　　地
	農　　地
	山　　林
	その他
	計

	
	
	面　積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	比　率
	％
	％
	％
	％
	100％

	
	所　有　別
	区　分
	自己所有
	買収予定
	地主所有
	その他
	計

	
	
	面　積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	
	比　率
	％
	％
	％
	％
	100％


様式例2

	事　業　計　画　説　明　書

	汚

水
	処　理　方　法
	□公共下水道　□合併浄化処理　□農業集落排水
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	放　　流　　先
（公共下水道・農業集落排水以外の処理）
	□公共河川　　□水　路
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	雨水の放流先
	□公共河川　　□水　路
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	排水同意の有無
	有　・　無（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	土地利用計画
	区　分
	住宅用宅地
	公共用地
	住宅以外の宅地
	
	計

	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	比率
	％
	％
	％
	％
	１００％

	建築物
	建築面積
	㎡
	建ぺい率
	％

	
	延床面積
	㎡
	容積率
	％

	
	建築敷地面積
	㎡
	建築物の高さ
	ｍ

	
	棟別・階数
	棟　　　　　　階
	
	

	その他
	道路面積
	㎡
	消火栓
	

	
	公園面積
	㎡
	防火水槽
	㎥　　　　基

	
	緑地面積
	㎡
	使用水量
	㎥／日

	
	集会所
	敷地面積
	㎡
	ごみ集積所
	㎡

	
	
	延床面積
	㎡
	駐車場
	台

	
	
	
	
	駐輪場
	台

	備考
	添付図書（添付した図書の番号に○印）
１　　位置図　　　　　　　　　　１２　道路構成図

２　　区域図　　　　　　　　　　１３　道路計画縦断面図

３　　求積図　　　　　　　　　　１４　防災計画図

４　　現況図　　　　　　　　　　１５　がけの断面図

５　　土地利用計画図　　　　　　１６　排水流域図
６　　土地登記事項証明書謄本　　１７　建築物計画図

７　　公図等　　　　　　　　　　１８　公共施設一覧

８　　造成計画平面図　　　　　　１９　所在地一覧表

９　　造成計画縦横断面図　　　　２０　同意書

１０　排水施設計画平面図　　　　２１　委任状

１１　給水施設計画平面図　　　　２２　その他


様式例３

権利者等の同意一覧表

小野市長　様

特定開発事業者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　　電　話（　　　　　　）　　　　－　　　　　　
　　　　　　　　電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり同意を得ましたので、報告します。

	特定開発事業の名称
及び土地の所在
予定建築物の用途
	


	権利の

対象物
	対象物の所在地
	権利の

種　類
	権利者の住所・氏名
	同　意

年月日
	同意書又は説明会等の開催日・要旨

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注　(1)　権利の対象物欄は、土地、道路、建築物等の別を記入してください。

　　(2)　権利の種類欄は、所有権、賃借権等の別を記入し、対象が自治会である場合には、「自治会」と記入してください。

　　(3)　権利者の住所・氏名欄は、対象が自治会である場合には、自治会長の住所・氏名を記入してください。

様式例４　協定書例

	協　　定　　書

　今般、小野市○○町地内で行う特定開発事業（小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例（以下「条例」という。）第２２条に規定するものをいう。）について、小野市（以下｢甲｣という。）と特定開発事業を行う事業者株式会社○△興産（以下｢乙｣という。）は、特定開発事業対象地及びその周辺地域の良好な住環境を確保するため、遵守事項として下記のとおり双方合意したので、本協定書を作成し、締結する。

記

（基本的事項）

第１条　乙は、当該特定開発事業の施行にあたり、都市計画法（以下「法」という。）、条例及び関係法令を遵守し、条例第４条第５号に規定する開発事業者の責務に則り、信義に従い、誠実にこれを施行するものとする。

２　乙は、当該特定開発事業の施行にあたり、関係行政機関等の公共公益施設等の管理者及び権利者等との協定事項、覚書、念書、誓約事項等について、信義に従い、誠実にこれを遵守して施行するものとする。

３　乙は、前第１項及び第２項に掲げる事項のほか当該特定開発事業の施行において疑義が生じた場合には、直ちに甲及び関係行政機関並びに権利者等と協議調整を図り、速やかに対処方針を決定するものとする。

（自然環境等の保全）

第２条　乙は、当該特定開発事業の施行にあたり、自然環境及び景観を保全するため、自然環境の改変は施行上必要な最小限の範囲にとどめるとともに、その施行後は、植生の回復等適切な措置を講じるものとする。

（事業計画）

第３条　予定建築物は、全て１区画１戸建ての専用住宅とする。

２　１区画の最低敷地面積は○○○㎡以上とする。

３　電柱及び消防器具庫等については、原則として道路敷地外に設置するものとする。

（管理責任体制の確立）

第４条　乙は、当該特定開発事業の施行にあたり工事管理責任者を定め、あらかじめ甲に管理責任体制を明確に示さなければならない。

２　乙は、前項の規定による工事管理責任者に異動があった場合には、遅滞なく甲に届出なければならない。

（災害等の防止）

第５条　乙は、当該特定開発事業の工事施工に関し必要な防災施設を、自らの費用負担において設け、特定開発事業区域内外に災害が生じないよう、万全の措置を講じるものとする。

２　前項の防災施設は、その性質上不適当なものを除き、他の一切の工事に先行して施工するものとする。

３　当該特定開発事業の工事施工により、またこれに関連して災害等が発生するおそれが生じたと甲が判定した場合には、乙は、甲の指示に従い、その災害等防止のための必要な措置を速やかに講じなければならない。

４　乙は、開発事業に係る防災工事の施行の確保に関する要綱（昭和５１年兵庫県要綱）に基づく工事保証金を、甲の指定する金融機関に預託するものとする。

（住民の安全保障及び被害の補償）

第６条　乙は、当該特定開発事業の施行に起因して発生した汚濁水、洪水、地すべり等に
よる災害並びに道路及び家屋等の損傷について、その災害復旧と補償の責任を負うもの
とする。

２　乙は、当該特定開発事業の施行期間中はもとより、事業完了後においても、日照障害、電波障害、プライバシーの侵害、通風阻害、風害、工事中の騒音・振動・粉じん、工事用車両の通行等により、周辺住民に迷惑をかけることがないよう配慮するとともに、万一紛争が生じた場合には、その解決の責任を負うものとする。

（立入検査）

第７条　甲は、条例第３５条に基づき、立入検査を行うことができる。この立入検査において、甲から施行状況、施設整備等について疑義点又は不備等を指摘された場合には、乙は、速やかに回答又は改善策を講じなければならない。

（公共公益施設の移管）

第８条　乙は、法及び条例第３４条の規定に基づき、工事完了検査後、速やかに公共公益施設及びその用地を甲に無償で移管しなければならない。

２　乙は、嘱託登記依頼書その他移管のために必要な書類を、工事完了検査申請時と同時に提出しなければならない。

（工事保証）

第９条　乙は、公共公益施設を市に移管した日から５年間は、その瑕疵を補修し、又は損害を賠償しなければならない。

（土地譲渡時の責務）

第１０条　乙は、当該特定開発事業完了後に土地を譲渡しようとするときは、譲受人に対し、甲及び関係行政機関並びに権利者等との協定及び協議事項の内容を周知したうえで分譲しなければならない。

（権利義務の譲渡）

第１１条　乙は、工事完了後において当該特定開発事業に関する権利義務を第三者に譲渡しようとする場合は、あらかじめ、甲に届け出なければならない。

２　乙は、前項の規定により第三者に譲渡しようとする場合は、本協定書、都市計画法第３２条の規定による協議回答事項及び覚書等に基づく事項の全てを当該第三者が継承するよう取り計らうものとする。

（協定事項の不履行等）

第１２条　甲は、乙が本協定書の各条項の一に違反し、協議した事項と異なる内容の工事を行ったときは、工事の停止、中止その他必要な措置を講じるよう勧告することができる。

（公表）

第１３条　甲は、乙が前条の勧告に従わないときは、勧告の内容及びこれに対する乙の対応の内容を公表するものとする。

２　前項の公表は、小野広報及び小野市ホームページ等を利用して行うものとする。

（その他）

第１４条　本協定書に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、甲・乙協議のうえ定めるものとする。

　本協定書締結の証として本書２通を作成し、甲・乙記名押印の上、各自その１通を保持

する。

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　（甲）　　小野市中島町５３１番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　小野市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小野市長　　○　○　○　○　　　　印
　　　　　　　　　　　（乙）　　○○市○×町○○番地の□
　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　○△興産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　○　△　太　郎　　　　印



様式例５

変更届出書

　　年　　月　　日

小野市長　様

届出者　　住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　電　話（　　　　　　）　　　　－　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　
小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例第２７条の規定により、特定開発事業の軽微な変更を届け出ます。

	特定開発事業の名称
及び土地の所在
	

	変更に係る事項
	
	変　更　前
	変　更　後

	
	ア．予定建築物等の敷地の形状の変更
	
	

	
	イ． 境界調整
	
	

	
	ウ．工事施工者の変更
	
	

	
	エ．工事着手予定日等の変更
	
	

	
	オ．その他
	
	

	変更の理由
	

	事前協議受付年月日
	　　　年　　　月　　　日


（注）アにあっては、変更前及び変更後の土地利用計画図を添付すること

様式例６

特定開発事業承継届

　　年　　月　　日

小野市長　様

届出者　　住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

　　　　　　　　　　（承継者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　電　話（　　　　　　）　　　　－　　　　　　　
 電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　
　特定開発事業者の地位を承継したので、小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例第２９条の規定に基づき、以下のとおり届け出ます。

	特定開発事業の名称
及び土地の所在
	

	被承継人の住所、氏名又は名称及び代表者の氏名
	

	事前協議受付年月日
	　　　年　　　月　　　日

	承継年月日
	　　　年　　　月　　　日

	承継の原因
	


	添付書類

承継の原因を証する図書（写）
	備考欄


様式例７

特定開発事業廃止届

　　年　　月　　日

小野市長　様

届出者　　住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　電　話（　　　　　　）　　　　－　　　　　　　
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　
　特定開発事業を廃止しますので、小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例第３０条の規定に基づき届け出ます。また、同条の規定に基づき、事業廃止に係る再協議を申請します。

	特定開発事業の名称
及び土地の所在
	

	事前協議受付年月日
	　　　年　　　月　　　日

	特定開発事業を廃止する年月日
	　　　年　　　月　　　日

	廃止の理由
	

	廃止に伴う災害防止措置の計画等
	

	備　　　考
	


様式例８

工事完了届

　　年　　月　　日

小野市長　様

届出者　　住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　電　話（　　　　　　）　　　　－　　　　　　　
 電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり特定開発事業に係る工事が完了したので、小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例第３１条の規定に基づき届け出ます。また、これに伴い、完了検査を申請します。

	特定開発事業の名称
及び土地の所在
	

	工事完了年月日
	　　　年　　　月　　　日

	事前協議受付年月日
	　　　年　　　月　　　日

	工事施工者の住所及び氏名（名称）
	

	検査を要する公共公益施設等
	

	備　　　考
	


	添付図書

（1） 土地利用図

（2） 完成写真（公共公益施設等）


様式例９

特定開発事業に関する工事の検査済証

小野市指令地第　　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　様

小野市長　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　下記の特定開発事業に関する工事は、　　　　年　　月　　日検査の結果、小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例第２２条の規定に基づく事前協議の内容に適合していることを証明します。

	特定開発事業の名称
及び土地の所在
	

	特定開発事業者の住所及び氏名
	

	工事完了年月日
	　　　年　　　月　　　日

	事前協議受付年月日
	　　　年　　　月　　　日

	検査を完了した公共公益施設等
	

	備　　　考
	


様式例１０

検査済証交付請求書

　　年　　月　　日

小野市長　様

請求者　　住　所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　電　話（　　　　　　）　　　　－　　　　　　　
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり特定開発事業に係る完了検査が終了したので、小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例第３３条の規定に基づき、検査済証の交付を請求します。

	特定開発事業の名称
及び土地の所在
	

	事前協議受付年月日
	　　　年　　　月　　　日

	完了検査終了日
	　　　年　　　月　　　日

	備　　　考
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